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我が国における「高さ」の基準

日本水準原点（国会前庭園内）

水晶板目盛

測量法第十一条（測量の基準）
– 位置は、地理学的経緯度及び平均海面からの高さで表示
– 測量の原点は、日本経緯度原点及び日本水準原点

原点数値の変遷
明治24年：24.500ｍ
昭和3年  ：24.414m ←関東大震災
平成23年：24.3900m ←東日本大震災

※ 東京湾（霊岸島）の潮位観測により決定
    （現在は油壺験潮場（三浦市）からの測量で管理）

ゼ
ロ
目
盛

測量法施行令第二条２の二
– 原点数値 東京湾平均海面※上24.3900m

これが「標高」

1



現在の標高の仕組み

水平（経緯度）とは別体系で管理
⚫ 標高は距離と角度では決まらない
⚫ 重力の影響を考慮する必要

水準測量によって標高を決定
⚫ 1883年から実施
⚫ 約1.7万点の水準点を設置
⚫ 全国の測量に10年以上かかる

水準点

全国改測時の水準測量の実施状況

観測者

標尺者

器械者

標尺者

標尺間は
最大80m

日本水準原点
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現在の標高の仕組みが抱える課題

精度の問題
⚫ 距離や海峡に伴う誤差の蓄積
⚫ 地殻変動に伴う現況との乖離

時間/費用/利便性の問題
⚫ 全国の測量に10年以上
⚫ 予算減に伴う観測距離の縮小
⚫ 利用者は水準点から追加での水準測量が必要

災害対応の問題
⚫ 大地震直後の更新は範囲が広大となり困難

→ 迅速な復旧･復興に支障
H23東日本大震災：改定まで約7か月
H28熊本地震：改定まで約4か月

⚫ 南海トラフや首都直下地震の懸念

2011年～2023年の上下方向の地殻変動量
※ 現況との乖離量ではない
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全国の水準測量には10年以上の歳月を要する

この間、標高には地殻変動の累積が生じる

水準測量の距離に応じて誤差が累積する

東京（水準原点）から離れると誤差が大きくなる

明確な基準日（元期）がない

いつの時期の標高か不明確

衛星測位を活用することで解消できないか
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衛星測位による標高決定

衛星測位による標高の精度は

①楕円体高

②ジオイド高
の精度で決まる

精密なジオイドの整備が必要

標高  ＝ 楕円体高 － ジオイド高

標高

測位衛星

楕円体高 ジオイド高

地球楕円体

衛星測位

衛星測位

ジオイド：平均海面に一致する重力の等ポテンシャル面
（＝平均海面を仮想的に陸地へ延長した面）
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ジオイドの決め方

② 重力ジオイド
衛星・地上・海上で計測した
重力データを全球空間積分して算出

長所：広い領域を効率的に計測できる

短所：精度は重力データの品質と量に依存する

複雑な計算処理を要する

標高

GNSS衛星

楕円体高 ジオイド高

地球楕円体

GNSS測量

① 実測ジオイド+重力ジオイド

衛星測位による楕円体高から
水準測量による標高を減じて直接算出

長所：短距離であれば精度が高い

短所：時間と費用を多く要する
（衛星測位と水準測量の両方が必要）

限られた場所しか計測できない

水準測量による誤差が内在する

水準測量

実測ジオイド高  

＝ 楕円体高(衛星測位) － 標高(水準)
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現在の日本のジオイド

重力ジオイドと実測ジオイドを組み合わせて構築

重力ジオイド

JGEOID2008 実測ジオイド高の観測点

実測ジオイド
(楕円体高－標高)

日本のジオイド

衛星測位 水準測量
重力データ

日本のジオイド2011
（GSIGEO2011）

電子基準点
水準点
験潮場・検潮所
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現在の日本のジオイド（課題）

重力ジオイド

JGEOID2008 実測ジオイド高の観測点

実測ジオイド
(楕円体高－標高)

日本のジオイド

衛星測位 水準測量
重力データ

日本のジオイド2011
（GSIGEO2011）

電子基準点
水準点
験潮場・検潮所

地殻変動が起きると実測ジオイドが変わり
使えなくなる懸念

8



重力ジオイドの特徴

重力ジオイドは地殻変動が起きても安定

-1.25 +0.25(m)

「牡鹿」
約-1.2m

基準：2011.3/1～9
比較：2011.3/11 18-21:00

2011年東日本大震災時の上下方向の地殻変動量

広範囲で
1m超の沈降

ジオイド変化は
陸域で最大-9mm

推定された重力ジオイドの変化
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水準測量の誤差が内在しない

重力ジオイドだけを使いたい

重力ジオイドの高精度化（目標精度3cm）が必要
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現在の重力ジオイドの課題

既存の地上重力データの問題
⚫ 大部分が70～80年代に観測

⚫ 過去の基準（JGSN1975）

⚫ 地震等の影響が未反映

⚫ 観測点位置情報の精度が悪い

⚫ 山岳部/沿岸海域で空白域が存在

重力ジオイドの精度は、
重力データの品質に依存

地上で再観測するのは時間的/費用的に
非現実的・・・

（測点の密度）

0    1      2 4 10 20    40

3㎢に含まれる測点数

地上重力データの測点密度
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長波長の衛星重力データにより地球の大まかなジオイドの起伏を計算し
中波長や短波長の重力データにより日本周辺の細かなジオイドの起伏を計算

衛星重力データ（長波長）により求めた全球ジオイド

重力ジオイドの高精度化に向けて

⚫ 地上重力データ（短波長）

⚫ 船上重力データ（短波長）

⚫ 航空重力データ（中波長）

⚫ 海面高度計データ（中～短波長）

出典元 海上保安庁

出典元 NASA/DLR

高品質な重力データを効率的に整備するために

航空重力測量の実施

出典元 NASA/CNES
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航空重力測量

【メリット】

⚫ 効率的に広域の重力データを取得
⚫ 山岳部/沿岸海域も測定可能
⚫ 時間変化の影響を最小限に限定
⚫ 最新の基準（JGSN2016）で重力値を取得
⚫ 衛星測位による正確な位置情報

実施計画

H30年度 R元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R6年度

重力計調達 全国で航空重力測量を実施 精密重力ジオイドを
整備

航空機に重力計を搭載し
上空から重力を測定する測量

測量用航空機

航空重力計
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航空重力測量の4年間の観測実績

総飛行距離｜13.9万km

総測線数 ｜598本

総飛行時間｜1,316時間

航空重力測量観測実績

■ 観測測線
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航空重力測量によって得られる精密重力ジオイド

航空重力データの追加による
ジオイド高の差

沿岸域で最大数十㎝、

山岳域で数㎝程度の向上
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精密重力ジオイドの評価｜評価方法

実測ジオイド高との比較で精度を評価
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勾配差 ＝ (𝑵𝒊
𝐌 ー 𝑵𝒋

𝐌) ー (𝑵𝒊
𝐆𝐋 ー 𝑵𝒋

𝐆𝐋) 

重力ジオイドの勾配 実測ジオイドの勾配

i

j

実測ジオイド
重力ジオイド

𝑵𝒊
𝐆𝐋

𝑵𝒊
𝐌

𝑵𝒋
𝐆𝐋

𝑵𝒋
𝐌

GNSS測量

水準測量

 観測点

【釧路・根室地区の例】
32点で実測ジオイド高を計算
496個（32C2）のペアでジオイドの勾配を比較※地理院タイルに観測点を追記



精密重力ジオイドの評価｜評価結果

実測ジオイドによる誤差の補正なしに
目標精度3cmを達成（RMS 2.9cm）

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

0-10 20-30 40-50 60-70 80-90 100-110 120-130 140-170

ジ
オ
イ
ド
の
精
度

 [
c
m

]

点間距離 [km]

現行の重力ジオイド 試作版精密重力ジオイド

釧路・根室地区(496ペア)
GNSS測量 2022年8月
水準測量   2022年6月～7月

岩手地区(561ペア)
GNSS測量 2021年8月
水準測量   2021年6月～8月

鹿島港(15ペア) GNSS/水準測量 2023年1月
横浜港(15ペア) GNSS/水準測量 2023年1月
四日市港(15ペア) GNSS/水準測量 2022年12月

※国土交通省港湾局よりデータを提供

串本・大崎・鹿屋地区(120ペア)
GNSS測量 2023年2月
水準測量   2022年10月～11月
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ジオイド高
（m）

「精密重力ジオイド」改め、「ジオイド2024 日本とその周辺」

⚫ 水準測量に起因する、地殻変動の影響
や誤差の累積による影響がない

令和6年3月27日に試行版を公開
令和7年4月1日に正式版を公開予定

ジオイド2024 日本とその周辺（試行版）

⚫ 精度は約3cmに向上

18

⚫ 大規模地震により地殻変動が生じても
影響を受けにくい



現行モデルとの違い

ジオイド2024
        日本とその周辺

日本のジオイド2011

⚫ 重力ジオイド ⚫ 混合ジオイド
水準測量の誤差が内在

⚫ 航空重力測量により重力
データの空白域がない

⚫ 陸海シームレスジオイド ⚫ 陸地のみ

⚫ ISG-format version2.0 ⚫ 国土地理院独自のもの
ファイルフォーマット ファイルフォーマット

⚫ 山岳部や沿岸部の重力デ
ータが少ない

新 現
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高精度な重力ジオイドが完成

衛星測位（電子基準点とジオイド）を
基盤とする標高へ
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基盤ごとの標高の違い｜水準測量を基盤とする標高

電子基準点

付属標基盤：一等水準路線｜標高を水準測量から算出

アンテナと付属標の
比高

水準点

日本水準原点

水準点

水準測量
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標高
水準測量から算出

付属標

～～
レドーム内部比高

高低差測定

標高



基盤ごとの標高の違い｜衛星測位を基盤とする標高

基盤：電子基準点｜標高をGNSSと｢ジオイド2024 日本とその周辺｣から算出
22

電子基準点の標高
＝楕円体高ージオイド

【常時測定】 【整備済】

電子基準点

付属標

水準点

日本水準原点

水準点

電子基準点
「東京千代田」 常時、楕円体高を測定

アンテナと付属標の比
高



◼標高の改定による具体的な効果

◼全国標高成果の改定量の試算

① 地殻変動で累積した現況と標高成果とのズレが解消

○電子基準点等の基準点の標高成果について、令和7年
4月1日に、衛星測位を基盤とする最新の値へ改定

○改定することで、最新の標高を用いて高さ情報の管理
が可能になるとともに、衛星測位の活用によって、測
量や公共工事等の効率化・生産性向上、新たなサービ
スの創出が期待

全国の標高成果の改定

② 「ジオイド2024 日本とその周辺」と衛星測位を用いて
従来よりも迅速かつ高精度に現況にあった標高が取得可能
→地震後に迅速な標高成果の提供、GNSS標高測量

③ 水準測量の起点から距離が離れるに従って蓄積していた
標高の誤差が解消

④ 標高の時点（元期）が明確となることで、標高の整合性が全国
一律に向上し、電子基準点による全国の標高の時間変化の
監視が可能となるとともに、「4次元国家座標（測量成果の時間管

理）」の実現に向けた基礎が整備される
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過去の全国の標高成果の改定

測地成果2000（2000年度平均成果）への移行

⚫ 標高の定義が、重力式による「正規正標高」か
ら実測の重力値による補正を用いた「正標高」
へ変更

⚫ 本州、北海道及び九州地方を水準測量によって
結合し、水準原点を固定とする全国同時網平均
計算によって計算

⚫ 各地域の地震・火山による地殻変動の影響等に
よる成果の不整合の解消

測地成果2000への移行時の標高の改定量

-0.45m 0.45m
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標高成果を改定することによって｜地殻変動により累積したズレを解消

長年の地殻変動（累積変動量）による
ズレを解消

日本は地殻変動が激しく、時間経過とともに
現実と標高成果とのズレが大きくなる

2011年～2024年の上下方向の地殻変動量※

※ 標高成果の改定量とは異なる（改定量には水準測量の
誤差等を含む。また地殻変動が累積する期間が場所に
よっても異なる） 25



◼ 平成28年熊本地震（2016年4月14日、16日）における標高改定の場合

電子基準点（付属標を含む）の標高について
衛星測位で得られる楕円体高から「ジオイド2024 日本とその周辺」で換算することにより

楕円体高と同じタイミングで3級水準測量（付属標は1級）に利用可能な
標高の提供が可能に

測量成果停止

電子基準点成果改定

→楕円体高の利用可能

地震発生

電子基準点 （9点）標高改算

電子基準点 （29点）標高改算

→標高の利用可能

熊本地震で成果改定した電子基準点

4/14, 16

5/19

8/31

9/12

約1か月後

約5か月後※地理院タイルに観測点を追記

※国土地理院の水準点の標高の提供には、引き続き直接水準測量の実施が必要

標高成果を改定することによって｜迅速な標高成果の提供
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標高成果を改定することによって｜GNSS標高測量の導入

27

◼GNSS標高測量

⚫ 電子基準点（測地成果2024）及び「ジオイド2024 日本とその周辺」を用いて、
3級水準点、4級水準点及び簡易水準点の標高を定める測量で、水準測量の一種。

⚫ 現行の「GNSS測量機による水準測量」と作業方法は大きく変わらない。

⚫ 「GNSS測量機による水準測量」にあった制限を一部緩和する内容となり、地殻
変動の影響を受けない標高の決定が可能（セミ・ダイナミック補正の適用）

⚫ ユーザーの目的に応じた最適な測量方法を選択することができ、効率的・効果的
な標高決定を実現

GNSS標高測量
距離に依存しない
長距離なら圧倒的に有利
短距離での精度向上は頭打ち

水準測量
短距離なら精度もコストも有利
長距離では誤差の累積が大きい



GNSS標高測量の作業方法（案）

GNSS標高測量 現行
GNSS測量機による水準測量

固定する高さ 標高

既知点の種類 電子基準点 約850点
（標高区分：水準測量による）

地殻変動補正 補正しない

区分 3級水準測量

GNSS観測 スタティック法

観測距離 6km～40km

観測時間 5時間以上

標高成果改定後の標高

電子基準点 約1,300点

補正する
標高元期の明確化により高精度に補正可能

3級 / 4級水準測量
2級以上は引き続き直接水準測量

スタティック法

6km以上（3級） / 1km以上（4級）

既設点と新点の距離に対しても適用
短距離は引き続き直接水準測量

5時間以上（3級） / 2時間以上（4級）

簡易水準測量

ネットワーク型RTK法
単点観測法

－

10秒以上

28
準則に反映 マニュアルとして整備



国土地理院が管理する

基準点（電子基準点、三角点、水準点）の標高成果改定方法
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電子基準点の標高成果の計算方法

1. 電子基準点の楕円体高を、基準日(令和6年6月1日)前１年間のF5解※をフィッティング（年周/半年周/ト
レンドを考慮）することで計算
→フィッティングにより、見かけ上の動きである解析結果の外れ値や、夏季のバラツキによる影響を軽減

2. 「ジオイド2024 日本とその周辺」によるジオイド高を用いて、標高に換算

※F5解（電子基準点日々の座標値）は、IGS最終暦を用いて計算される座標解

フィッティング結果 940078広島熊野

★

★得られる楕円体高
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三角点成果改定方法

• 三角点用標高改定パラメータによる改算（補正計算）

• パラメータ基本仕様： 1kmメッシュ Shift_JIS形式テキスト

現在の標高補正パラメータ仕様と同じ

PatｃｈJGD_HVで補正計算できる形式

• 三角点改算方法： 周囲４点のグリッドの改定量から

バイリニア法により改定量を算出。

現標高に足しあわせる。

31https://www.gsi.go.jp/sokuchikijun/sokuchikijun41010.html



三角点標高改定パラメータ概要

A＝ 電子基準点 全点（約1300点） 現標高の楕円体高と新標高
の楕円体高の差から１ｋｍメッシュパラメータを作成

B＝ 「日本のジオイド２０１１」と「ジオイド２０２４ 日本とその周辺」
のジオイドの差 （2kmメッシュ）を１ｋｍメッシュに変換

○AとBを足しあわせ、三角点標高改定パラメータを作成

• 改定パラメータ作成方法
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水準点成果改定方法

33

下記①②の2工程で標高を算出する予定

①多点固定網平均計算
電子基準点付属標の現標高を固定して

 水準測量成果(比高)で平均計算

最新の水準測量成果を反映・
電子基準点の現標高と整合

現標高を最新の標高に変換

現標高

最新の水準比高

現行成果

現標高

新標高
新標高

改定量 改定量 改定量

②パラメータ変換
     ①をパラメータで新標高に換算

（電子基準点の新標高ー現標高）



水準点標高改定パラメータ概要

• 水準点標高改定パラメータの作成方法
電子基準点付属標の水準取付による現標高と新標高の差から、1km
メッシュのパラメータを作成する。

• パラメータ基本仕様： 1kmメッシュ Shift_JIS形式テキスト

現在の標高補正パラメータ仕様と同じ

PatｃｈJGD_HVで補正計算できる形式（三角点と同じ）
水準取付がある電子基準点：約８００点

34



新たな測量種別として

GNSS標高測量を導入する以外に

既存の測量に変更はないのか？

標高成果の改定に伴い

測量方法を一部変更する

35



測量方法の変更｜ジオイド・モデル

ジオイド高
（m）

ジオイド2024 日本とその周辺（試行版）

第４０条 この章において「計算」とは、新点の水平位置及
び標高を求めるため、次の各号により行うものとする。

一 （略）
二 ジオイド高は、国土地理院が提供する最新のジオイド・
モデル（以下「ジオイド・モデル」という。）から求めた
値とする。ただし、法第11条第1項第三号により国土地理
院長が承認した測量の原点（標高）に基づく離島において
は、この値に国土地理院が提供する基準面補正パラメータ
から求めた値を加えた値をジオイド高として使用する。 

三 （略）

＜作業規程の準則 第２編第２章 基準点測量＞

「ジオイド2024 日本とその周辺」
の正式版を使用

36



（現在）
測量法第11条で承認を
受けた基準面を持つ島（86島）

37

第十一条第一項第三号
測量の原点は、日本経緯度原点及び日本水準原点とする。

ただし、離島の測量その他特別の事情がある場合において、国土地理院の長の承認を得たときは、この限りでない。

https://www.gsi.go.jp/sokuchikijun/ritohyokogenten.html

独自の基準面を設定 （測量法第11条第1項第3号に該当）



東京湾平均海面と異なる平均海面を基準とする離島

38

東京湾平均海面と異なる平均海面を標高の基準とする離島【吐噶喇（トカラ）列島以南、八丈島以南】
では、東京湾平均海面と離島独自の平均海面の差を「基準面補正量」と設定

離島における高さの関係

⇒ 離島における楕円体高の算出過程は
「標高＋ジオイド高＋基準面補正量」

標高体系移行の円滑化を図るため、当面の間

「ジオイド2024 日本とその周辺」と「基準面補正パラメータ」を統合したファイルを提供
統合したファイルは日本全国で使用可能

基準面補正計算が必要な範囲（赤線より南の地域）



成果値の定義が変更されるため

「測地成果2024」に変更

衛星測位を基盤とする
元期が明確な最新の値に改定
（元期：令和6年6月1日）

◼ 電子基準点の成果表

「標高」と「ジオイド高」から算出可能

数年の移行期間後に記載を削除

測量方法の変更｜基準点成果表の表記

39

◼ 一等水準点等の成果表

全点がジオイドによる
算出となるため

記載を削除

標高の桁数を「０.１mm」から「１mm」に変更
※一等水準測量における読定単位や観測の許容範囲等は変更しない



測量方法の変更｜電子基準点PCV補正データの細分化

基線解析で行うPCV補正について
電子基準点のPCV補正はアンテナ機種の
違いだけを考慮

電子基準点架台の違いを考慮

主な電子基準点の外観

40



測量方法の変更｜電子基準点付属標

電子基準点付属標には
基準点の成果（EL1）と二等/三等水準点の
成果（L0E/L0F）が存在

電子基準点付属標の成果は水準測量
（全等級）の既知点として使用可能

※二等/三等水準点としての成果は廃止

41
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令和7年4月1日

電子基準点等の基準点の標高成果について

衛星測位（電子基準点とジオイド）を基盤とする最新の値へ改定

全国の標高成果の改定 ～衛星測位を基盤とする新しい標高へ～

⚫ 地殻変動で累積した現実と標高成果とのズレが解消

水準測量に起因する誤差が内在しない

⚫ 「ジオイド2024 日本とその周辺」と衛星測位を用いて
従来よりも迅速かつ高精度に現況にあった標高が取得可能

→ 地震後に迅速な標高成果の提供、GNSS標高測量の導入

42



北海道地区の標高成果の改定量（試算）

⚫新標高と既存の標高とを換算する
ためのパラメータは、国土地理院
から公表予定

43※試算値のため、実際の改定量とは異なります。
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国土地理院ホームページにおける周知

国土地理院ホームページ（TOP）

全国の標高成果の改定【予告】※順次、情報を追加しています

https://www.gsi.go.jp/sokuchikijun/hyoko2024rev.html
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